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・基本施策の成果指標（実績値が未確定のものを除く。）のすべてが100％以上の目標達成率となったことから、「A」
とする。
・個別施策の成果指標4つすべてが100％以上の目標達成率となったことから「a」とする。

令和2年6月19日

基 本 施 策 C4 新しい企業・新しい産業を創造し育成します

基本施策主管課名 産業雇用政策課 所属長名

基本施策の評価

判断理由

Aa 目標を達成しており、目的達成に向けて順調に進んでいる

岩永　貴博

関 係 課 名

施策の目的
（対象と意図）

対　　　　象 意　　　　　　　　　　　　図

地場企業、創造企業又は誘
致企業が

新たに事業に取り組み、持続的な企業活動を行っている。

【評価判断に至った成果・効果及び問題点・その要因】
(1)海洋再生エネルギー分野をはじめとする新分野進出の取組みを促進するため、実現可能性調査や人材育成の
側面支援を行ってきており、長崎海洋産業クラスター形成推進協議会の市内会員企業は平成26年度の18社から令
和元年度末には47社に増加するなど、着実に企業数は増えてきている。
(2)海洋再生エネルギー分野における市内企業の動きとしては、海洋産業のクラスター形成に向けた取り組みが進
んでいる一方で、海洋再生エネルギーの本格的な普及時期等がまだ見えないことから、同分野進出に慎重になって
いる企業もある。
(3)起業家育成施設　ながさき出島インキュベータ「D-FLAG」の運営を支援することにより、入居企業に対して研究課
題や経営課題の解決に向けた指導・助言や専門機関の紹介等の支援を行った結果、入居企業による新事業の創
出・育成の取組みが進んでいる。
(4)平成26年６月に国から認定を受けた創業支援事業計画に基づく支援チームである「創業サポート長崎」に、長崎
県よろず支援拠点及び商工中金が支援機関として加わり、創業者への支援体制が強化された。創業しやすい環境
の形成が図られている一方で、支援機関同士の密な情報共有等さらに進んだ連携が課題となっている。
(5)（公財）長崎県産業振興財団に職員を２人（長崎・東京に各１人）派遣し、県と連携した企業誘致活動を行い、企業
立地奨励制度を活用した結果、立地件数は平成27年度の11社から令和元年度末には29社と増加した。
(6)新産業の創出を目指して、大学の研究分野の中から長崎市における「新たな産業の”種”となり得る研究」の抽出
及び、「新分野進出の意向がある地場企業」の把握を行った。

　　長崎市第四次総合計画［後期基本計画］　基本施策掲載ページ 75ページ　～　76ページ



※「⇧」は目標値を上回ることが望ましい指標、「⇩」は目標値を下回ることが望ましい指標

輸送用機械器具製造業
以外の製造品出荷額等
[暦年]※1

達成率

⇧

区　分

⇧5,377億円
（H26年）

3,31億円
（H26年）

達成率

実績値

目標値

基準値
（時期）

指　　標　　名

目標値
11社

（H27年度） ⇧

3,343

133.3% 153.8%127.3%

3,3133,313 3,313

100.9% #VALUE!93.1%

3,6363,086

109.7%

3,313 3,313

8月頃確定

●基本施策の評価「Ａａ」については、所管評価のとおり。
●この施策は、「新しい企業・新産業を創造し育成します」という人口減少の中で期待される分野だと思うが、今後の
取組方針に記載されている「D-FLAG」の入居や、誘致ということだけではなく、長崎市にどういう新しい産業が生ま
れる可能性があるかなど、まち全体の産業振興の大きな方針という大きな観点から今後の取組方針を記載できない
か。
●産学官連携について、「長崎サミット」で今後の10年のまちづくりの方針など議論されていると思う。サミットの今後
の方向性、スマートシティ、society5.0時代に長崎がどうあるべきかをしっかり示して取り組んでほしいので記載して
はどうか。
●P9企業誘致について、従来型の企業誘致にとどまっている。ウイズコロナ、アフターコロナを見据えた記載をすべ
き。強みがあるので待ちではないスタンスを持って今後取り組むという考え方のもとに記載すべきである。

達成率 174.9% 153.4%

5,204

96.8%

二次評価（施策評価会議による評価）

機械・重電機器受注残
高（長崎県域）
[暦年]※2

5,3775,377

107.3%

実績値

5,377 5,377

今後の取組方針

(1)市内中小企業の経営基盤の強化と市内での海洋産業クラスターの形成に向け、海洋再生可能エネルギーをはじ
めとする新事業展開の取り組みを支援する。
(2)D-FLAG入居企業については、大学や関連機関と十分に連携しながら、入居企業の事業拡大、新事業展開の支
援を継続する。
(3)各支援機関と協力し、創業サポート長崎の連携の強化を図る。
(4))今後、成長する産業や、本市に適している業種などを分析し、企業の設備投資の動向や本社機能移転に向けた
取組みなどを捉えながら誘致活動を実施する。
(5)調査によって把握した「新たな産業の”種”となり得る研究」と「新分野進出の意向がある地場企業」のマッチング
を図り、新たなビジネスモデルの構築を促進する。

目標値

5,771

5,377

9,406 8,250

※1　「輸送用機械器具製造業以外の製造品出荷額[暦年]」の実績値は、それぞれ前年の実績値を表示。（実績値
の確定時期は8月の予定）平成28年の実績値については、平成27年工業統計調査が実施されなかったため、経済
センサス調査の数値を表示。
※2　補助代替指標として、「機械・重電機器受注残高（長崎県域）[暦年]」を追加した。

成　果　指　標

16 29実績値

企業立地件数
（市外企業新設）
[累計]
【C4-2へ再掲】

14

11 13 17

193.3%

20

Ｒ2

1512
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※「⇧」は目標値を上回ることが望ましい指標、「⇩」は目標値を下回ることが望ましい指標

実績値 102

Ｈ29 Ｈ30 R元

目標値

令和２年度　個別施策評価シート

個 別 施 策 C4-1 産学官や異業種間で連携しながら、創業や新分野への進出を促します

施策の目的
（対象と意図）

対　　　　象 意　　　　　　　　　　　　図

地場企業が 産学官や異業種間で連携を図り、創業や新分野進出を進めている。

個別施策主管課名 産業雇用政策課

令和元年度の取組概要

①新分野への参入の促進
（ア）海洋再生可能エネルギー分野等への参入の促進
　・海洋再生可能エネルギー分野をはじめとする新分野進出を促進するため、製造業、設備工事業又は機械設計業
を営む市内中小企業に対し、新事業進出の際に必要となる事業可能性調査や人材育成の取組みに対して支援を
行った。
（イ）起業家育成施設（ながさき出島インキュベータ「D-FLAG」）での新事業展開の支援
　・独立行政法人中小企業基盤整備機構が運営する「D-FLAG」の運営支援及び入居企業に対する賃料補助を行
い、県・長崎大学・長崎県立大学・長崎総合科学大学と連携して新事業の創出への支援を行った。
　・専任の相談員としてインキュベーション・マネージャー（2人）、スタッフ（1人）を配置し、入居企業に対して専門機関
の紹介、各種展示会の出展支援、同行営業、金融相談などの経営支援を行った。
　・新規ビジネスの創出を促進させるため、入居企業に対する賃料補助（17社）を行った。
　・起業の啓発を行い、新たな入居企業を発掘するために、入居企業以外も対象としたセミナーや交流会を開催し
た。また、入居企業以外でも広く起業や経営に関する相談を受けた。
（ウ）「新産業の種」への取組み
　・新産業の創出を目指して、県内の大学の研究分野の中から「新たな産業の”種”となり得る研究」の抽出及び、
「新分野進出の意向がある地場企業」の把握を行った。
　・地場企業に対し長崎市内に研究開発拠点を新設したIT系誘致企業の事業を紹介するとともに、地場企業との
マッチングの機会を提供するイベント「ながさき企業交流会」を開催した。

②創業の促進
　・長崎市内の商工団体や金融機関など全14機関で連携したチーム体制「創業サポート長崎」において創業相談を
行った。国の認定（平成26年6月20日）以降、新たに長崎県よろず支援拠点及び商工中金が支援機関として加わり、
支援体制が強化された。
　・前年度に引き続き、創業希望者や創業5年未満の創業者の広報活動全般に利用できる「創業者広報活動支援補
助金」の利用を促し、創業者の販路拡大等への活用促進に取り組んだ。

112 104 118
大学と企業の共同研究
の件数

達成率

84件
（26年度） ⇧

112.1% 117.9% 105.1% 114.6%

所属長名 岩永　貴博

91 95 99 103 107

Ｒ2

成　果　指　標

指　　標　　名
基準値
（時期）

区　分 Ｈ28

創業サポート長崎（の支
援）による創業者数

108者
（26年度） ⇧

目標値 134 141 145 150 152

実績値 238 280 245 221

達成率 177.6% 198.6% 169.0% 147.3%



評価（成果と効果）

　創業サポート長崎での支援により、創業希望者の事業
計画の実行性の向上が図られ、良質な創業が促進され
た。

　創業者広報活動支援補助金の活用により、創業時にお
ける認知度向上や販路拡大につながった。

5年後にめざす姿に対する効果取組みによる成果

①新分野への参入の促進
　・新事業展開を目指す市内中小企業を対象に、必要と
なる事業可能性調査（3件）や人材育成（3件）の取組みを
支援した。

　・D-FLAGで入居企業に対して研究課題や経営課題の
解決に向けた指導・助言や支援機関の紹介等の支援を
行った結果、産学官での共同研究や特許出願等につな
がった。
　産学官での共同研究　16件
　特許出願・登録　5件
　事業化　5件

　・県内の大学に対し「新たな産業の”種”となり得る研
究」についてヒアリング調査を行ったほか、地場企業13社
に対し新分野進出の意向に関するヒアリング調査を行っ
た。

　・「ながさき企業交流会」には約120人が参加し、誘致企
業と地場企業が意見交換を行う機会を創出した。

　新事業展開など経営の多角化を促進することができ
た。
　海洋再生可能エネルギー関連産業の集積が進みつつ
ある（平成30年度末：46社→令和元年度末：47社）。

　D-FLAGでの支援で、入居企業の製品開発や大学との
共同研究などが促進されたことにより、産学官や異業種
間の連携が深まり、新事業の創出・育成を図ることができ
た。

　県内大学への調査の結果、「介護・福祉分野」、「水産
分野」、「情報通信関連分野」等で、長崎市内での新たな
事業展開の可能性があることが確認できた。
　また、「製造業」、「食品加工」、「情報通信関連」の業種
において、新分野への進出の意向がある地場企業があ
ることが確認できた。

・誘致企業と地場企業が意見交換を行うことにより、新た
な製品やサービスの創出に向けた機運が醸成された。

②創業の促進
　・創業サポート長崎を構成する各支援機関において、創
業の各段階に応じた支援を行った結果、創業者数は221
者となった。

　・創業者広報活動支援補助金の活動状況については、
利用者数が28件で、前年度(19件)より増加した。

②創業の促進
　・従来の創業とともに、スタートアップ（新たな市場の開
拓等を目指す起業）の支援を行う必要があるが、スタート
アップに関する機運が低い。

　長崎市内では、スタートアップに携わる人材に触れる機
会が少ないため、スタートアップについて理解が深まって
いない。

評価（問題点とその要因）

①新分野への参入の促進
　・環境・新エネルギー等、新分野への進出に慎重になっ
ている地場企業も見受けられる。
　・将来の事業化が見込まれる研究分野の多くは県外企
業との間で事業化に向けた取組みがなされており、大学
での研究分野を活用できる市内企業が少ない。

　海洋再生エネルギーの本格的な普及時期等が明確と
なっておらず、具体的なビジネスモデルを描けていない。
　長崎市内には、工業製品関連の設計や開発をする能力
がある企業が少ない。

5年後にめざす姿に対する問題点 問題点の要因



今後の取組方針

①新分野への参入の促進
（ア）海洋再生可能エネルギー分野等への参入の促進
　・国においては、平成30年に海洋再生エネルギーを円滑に導入できる環境を整備することを目的とした国内の海域
における利用ルールを整備し、また令和元年度には五島海域が有望海域として選定されるなど、海洋再生エネル
ギーの普及に向けた動きがはじまっている。同分野は、今後、成長が見込める分野であり、地場企業が造船業で
培った技術を活かすことができる新分野として期待されていることから、引き続き、地場企業の海洋再生エネルギー
分野進出を支援する。
　また、本市の基幹産業である造船業を取り巻く環境が悪化していることから、地場企業の中には新事業展開や生
産性向上に向けた新たな取組みに着手する企業が出てきており、引き続き企業の経営基盤の強化に向けた取組み
を支援する。

（イ）起業家育成施設（ながさき出島インキュベータ「D-FLAG」）での新事業展開の支援
　・D-FLAG入居企業は、設立後間もなく、経営基盤が脆弱な企業が多いため、入居企業の事業成果が出るよう、大
学や関係機関と十分に連携しながら、企業の実情や体質に合わせた必要な支援を行う。
　・産学が連携して取り組む新技術や新商品開発について、大学と市内企業による共同研究を支援する挑戦型共同
研究開発支援補助金などを活用して入居企業への支援を行う。

（ウ）「新産業の種」への取組み
　・造船、水産、観光といった基幹産業が大きな転換期を迎える中、基幹産業以外の新たな産業の”種”を見つけ育
てていく取り組みを行う。
　・県内大学や誘致企業等がそれぞれ有する研究や技術について、地場企業を含めた様々なマッチングを図ること
により、新たな製品やサービスの創出を図る。
　・誘致企業・地場企業・県内外学生らを対象に、IT活用イベント等を開催することにより、情報通信関連産業とIT人
材の更なる集積と育成、地元定着を図る。
　・長崎の地域課題の解決を切り口とした県外企業等と地場企業との協力により新たなビジネスモデルの構築を図
る。

②創業の促進
　・創業サポート長崎内で各支援機関同士で調整を行うことにより、創業者に対して創業の段階に応じた適切な支援
を行う。
　・金融機関（ふくおかフィナンシャルグループ）等と共にスタートアップに係るセミナー等を企画・開催することによ
り、スタートアップを目指す人材の発掘と起業を支援する。



個別施策進行管理事業シート 【個別施策コード：C4-1】

（事業名）
　産学連携・創業支援費

　【産業雇用政策課】

（事業目的）
　創業の支援及び創業後の事業の安定と持続
化のため、地域の特性を踏まえた包括的支援
を実施する。

（事業概要）
　産業競争力強化法に基づく「創業支援等事
業計画」を策定し、市を総合受付窓口として14
の支援機関の連携による支援体制「創業サ
ポート長崎」を構築した。創業希望者に対し専
門家による指導助言、創業セミナー、相談会、
インキュベーション施設入居者支援事業等を実
施し、継続的な支援により創業希望者が経営、
財務、人材育成、販路開拓等の知識を習得す
る「特定創業支援等事業」を行う。
　

成果指標及
び目標値の

説明

事業名・担当課・事業目的・概要

取組実績
、成果・課題

等

％

　創業者が増加することで、地域の
経済に活力が生まれることから、
創業サポート長崎の支援を受けて
創業した者の実数を成果指標とし
た。
　創業支援事業ごとの創業者数を
設定し、支援者数全体のうち約
47.6％の創業を目標としており、平
成30年度の創業者数の目標値は
145者（支援者数304者の47.7％）と
している。

147.3 ％

№ 区分

決算（見込）額 1,938,750 円

実績値 245 者 221 者

150 者者

達成率 169.0

成果指標 創業サポート長崎の支援による創業者数

（取組実績）
　245件（目標145件、実数）
※市の総合受付窓口での支援：40
者

（成果・課題等）
　各支援機関の継続的な支援によ
り、目標を上回る創業希望者を創
業へとつなげることができた。

（取組実績）
　221件（目標150件、実数）
※市の総合受付窓口での支援：43
者

（成果・課題等）
　各支援機関の継続的な支援によ
り、目標を上回る創業希望者を創
業へとつなげることができた。

平成30年度 令和元年度

目標値 145

1

実施年度 継続

決算（見込）額 14,199,430 円 15,539,399 円

　創業者が増加することで、地域の
経済に活力が生まれることから、
創業サポート長崎の支援を受けて
創業した者の実数を成果指標とし
た。
　創業支援事業ごとの創業者数を
設定し、支援者数全体のうち約
47.6％の創業を目標としており、令
和元年度の創業者数の目標値は
150者（支援者数313者の47.9％）と
している。

2

（事業名）
　「新産業の種」調査費

　【産業雇用政策課】

（事業目的）
　大学が持つ研究シーズの調査及び新分野へ
の展開の意向を持つ地場企業の抽出を行い、
それらをつなぐことにより、新たな産業となり得
る”種”を見つけ、育てていく。

（事業概要）
　県内の大学に対し「新たな産業の”種”となり
得る研究」についてヒアリング調査を行うほか、
地場企業に対し新分野進出の意向に関するヒ
アリング調査を行う。
　

実施年度

成果指標

目標値 1 産業

実績値 0 産業

達成率

令和元年度

新たな産業の"種”となり得る産業の数

　地域経済を活性化させるために
は、大学、誘致企業及び地場企業
等が持つ様々な知見やノウハウを
組み合わせて新たな産業を創出す
ることが重要であるため、新たな産
業の”種”となり得る産業の数を成
果指標とした。
　マッチングや事業化などに長期
間の取組みが必要であるため、令
和4年度までに新たな産業の”種”
となり得る産業を1つ創出すること
を、目標値とした。

取組実績
、成果・課題

等

（取組実績）
　大学関係者に対し研究内容や企
業との連携についてヒアリング調
査を行ったほか、地場企業に対し
新分野進出の意向に関するヒアリ
ング調査を行った。
（成果・課題等）
　県内大学への調査の結果、「介
護・福祉分野」、「水産分野」、「情
報通信関連分野」等で、長崎市内
での新たな事業展開の可能性が
あることが確認できた。
　また、「製造業」、「食品加工」、
「情報通信関連」の業種において、
新分野への進出の意向がある地
場企業があることが確認できた。

0.0 ％

成果指標及
び目標値の

説明



個別施策進行管理事業シート 【個別施策コード：C4-1】

事業名・担当課・事業目的・概要№ 区分 平成30年度 令和元年度

3

（事業名）
　新産業・起業チャレンジ促進費

　【産業雇用政策課】

（事業目的）
　長崎での新産業創出の可能性や先進事例な
どを紹介することで、企業等の新産業創出に向
けた機運を醸成する。

（事業概要）
　市内に研究開発拠点を新設したIT系誘致企
業の事業を紹介するとともに地場企業とのマッ
チングの機会を提供するイベント「ながさき企
業交流会」を開催する。

実施年度

成果指標

目標値 1 産業

実績値 0 産業

達成率

取組実績
、成果・課題

等

成果指標及
び目標値の

説明

　地域経済を活性化させるために
は、大学、誘致企業及び地場企業
等が持つ様々な知見やノウハウを
組み合わせて新たな産業を創出す
ることが重要であるため、新たな産
業の”種”となり得る産業の数を成
果指標とした。
　マッチングや事業化などに長期
間の取組みが必要であるため、令
和4年度までに新たな産業の”種”
となり得る産業を1つ創出すること
を、目標値とした。

（取組実績）
　「ながさき企業交流会」を開催し、
約120人が参加した。IT系誘致企
業5社が事業紹介を行ったほか、
誘致企業と地場企業との間で協業
に向けた意見交換を行った。

（成果・課題等）
　誘致企業と地場企業が意見交換
を行うことにより、新たな製品や
サービスの創出に向けた機運が醸
成された。

0.0 ％

決算（見込）額 97,460 円

令和元～4年度

新たな産業の"種”となり得る産業の数



※「⇧」は目標値を上回ることが望ましい指標、「⇩」は目標値を下回ることが望ましい指標

評価（問題点とその要因）

5年後にめざす姿に対する問題点 問題点の要因

①企業立地の推進
　・情報系企業を中心に市内への企業立地が相次いでい
るなか、誘致企業の人材採用が課題となっている。

　特にＩＴ人材においては、全国的に人手不足となってい
る。

評価（成果と効果）

取組みによる成果 5年後にめざす姿に対する効果

①企業立地の推進
　・445人の新たな雇用が見込まれる企業立地（新設9社）
が決定し、そのうち6社が情報系企業の研究開発拠点の
立地であった。

　IT人材の集積や地元定着が見込まれる情報系企業の
研究開発拠点の立地により、特に若年層が期待する良
質な雇用機会が確保された。
　高い技術を持った市外企業の立地により、地場企業と
の協業による新たな製品やサービスの創出に向けた取
組みが生まれた。

106.7% 102.0%

企業誘致に伴う新規雇
用者数（市外企業新設）
【累計】

772人
（H26年度) ⇧

達成率 99.9% 97.5%

2,210 2,410 2,610

実績値 1,599 1,950 2,358 2,459

目標値 1,600 2,000

193.3%

15 17

実績値 14 17 20 29

12 13

141.7% 153.8%

企業立地件数（市外企
業新設）【累計】

11社
（H27年度） ⇧

目標値 11

達成率 127.3%

Ｈ29

個別施策主管課名 産業雇用政策課 所属長名

Ｈ30 R元

岩永　貴博

令和元年度の取組概要

①企業立地の推進
　・情報通信関連産業や製造業などを中心に市独自で47社の企業訪問を行ったほか、（公財）長崎県産業振興財団
に職員を2人（長崎・東京に各1人）派遣し、県と連携した企業誘致活動を行った。
　・東京及び大阪において、本市出身等、ゆかりのある経営者層との情報交換会を開催し、ネットワークを構築した。
　・企業立地奨励制度を活用して、市外からの企業立地や市内企業の事業所の増設を促進した。
　・誘致企業の雇用が円滑に進むよう、採用活動の支援等のアフターフォローを行った。
　・新幹線鉄道運輸機構など関係機関とともに、田中町（卸団地横）の企業立地用地の整備を進めた。

Ｒ2

成　果　指　標

指　　標　　名
基準値
（時期）

区　分 Ｈ28

令和２年度　個別施策評価シート

個 別 施 策 C4-2 域外から新たな企業の立地を促進します

施策の目的
（対象と意図）

対　　　　象 意　　　　　　　　　　　　図

市外企業が 長崎市内に立地し、産業を多様化して経済を活性化している。



今後の取組方針

①企業立地の推進
　・企業の設備投資や本社機能移転などの動向を捉えるとともに、新型コロナウイルス感染拡大に伴う企業活動の
変化等を見極めた上で、今後成長する産業や、本市に適している業種などを分析し、訪問先企業の効果的な選定を
行う。
　・「地震の危険性が少ない」、「優秀な人材が確保しやすい」、「今後、IT人材の輩出が見込まれる」などの本市の強
みを活かした誘致活動を積極的に行う。
　・誘致企業の雇用が円滑に進むよう、引き続き採用活動の支援等のアフターフォローを進める。
　・製造業等の受け皿となる田中町（卸団地横）の企業立地用地の整備を引き続き進める。



　市外からの新設は、域外からの
新たな企業進出の指標となるた
め、企業立地奨励制度で市外企業
の新設として指定された企業の立
地件数を成果指標とした。
　基準値10社（平成27年度）に、平
成27年度から30年度までは年1件
以上を目標としており、平成30年度
末時点は13社とした。

個別施策進行管理事業シート 【個別施策コード：C4-2】

№ 事業名・担当課・事業目的・概要 区分 平成30年度 令和元年度

企業立地件数（市外企業新設の累計）

目標値 13 件 15 件

1

（事業名）
　企業立地推進費

　【産業雇用政策課】

（事業目的）
　域外からの企業の立地と域内の増設を促進
し、本市の雇用の拡大と所得の向上を図る。

（事業概要）
・立地企業に対する企業立地奨励条例に基づ
く奨励金の交付
・（公財）県産業振興財団への職員派遣、連携
強化
・立地情報の収集や誘致のPRのための、長崎
市内出身者や縁故者によるネットワークの構
築とその活用

実施年度 継続

成果指標

実績値 20 件 29 件

％

円

　市外からの新設は、域外からの
新たな企業進出の指標となるた
め、企業立地奨励制度で市外企業
の新設として指定された企業の立
地件数を成果指標とした。
　基準値10社（平成27年度）に、平
成27年度から30年度までは年1件
以上、令和元年度以降はオフィス
ビル建替え等を考慮し、年2件以上
を目標としており、令和元年度末時
点は15社とした。

取組実績
、成果・課題

等

（取組実績）
・企業立地奨励制度を活用して、
市外からの企業の立地や市内企
業の増設を促進するとともに、立地
を検討する企業に対しての提案等
活動
・市独自での市外企業訪問活動
・立地企業に対する採用活動の支
援等のアフターフォロー
・東京及び大阪における情報交換
会の開催
・田中町（卸団地横）の企業立地用
地の整備
・オフィスビル建設促進補助制度に
よる大規模雇用の受け皿となる1フ
ロア200坪以上の面積を有するオ
フィスビル整備への支援

（成果・課題等）
　（公財）長崎県産業振興財団に県
と連携した企業誘致活動を行い、
企業立地奨励制度を活用した結
果、立地件数は平成27年度の11
社から平成30年度末には20社と増
加した。
　今後も、誘致を成功させるため、
県や産業振興財団と連携し、積極
的な誘致活動を引き続き行う必要
がある。

（取組実績）
・企業立地奨励制度を活用して、
市外からの企業の立地や市内企
業の増設を促進するとともに、立地
を検討する企業に対しての提案等
活動
・市独自での市外企業訪問活動
・立地企業に対する採用活動の支
援等のアフターフォロー
・東京及び大阪における情報交換
会の開催
・田中町（卸団地横）の企業立地用
地の整備

（成果・課題等）
　（公財）長崎県産業振興財団に県
と連携した企業誘致活動を行い、
企業立地奨励制度を活用した結
果、立地件数は平成30年度末の
20社から令和元年度末には29社と
9社増加した。そのうち6社が情報
系企業による研究開発拠点の開
設であり、IT人材の集積や地場企
業との協業が期待できる。
　今後も、誘致を成功させるため、
県や産業振興財団と連携し、積極
的な誘致活動を引き続き行う必要
がある。

成果指標及
び目標値の

説明

達成率 153.8 ％ 193.3

決算（見込）額 1,639,332,245 円 623,058,947


